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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

令和６年度 総括報告書 
 

主任研究者：宇佐美政英 （国⽴国際医療研究センター国府台病院 児童精神科） 
研究協⼒者：⽔本有紀１、稲崎久美１、箱島有輝１、⼭本啓太２、板垣琴瑛３、⾼橋萌々⾹４、
松堂美紀４、市川万由奈３、橋本彩加 2、酒匂雄貴１、松⼟晴奈１、⾺ 敏宰１、野村由紀１、河
野悠介１、東野有依１、⼤橋睦⺒１１、野村由紀１ 
1. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 児童精神科 
2. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ソーシャルワーク室 
3. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼼理指導室 
4. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼦どものこころ総合診療センター 
 
研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の質の向上と標準化を⽬的として、
外来・⼊院・地域移⾏の各場⾯における職種間の役割と連携の実態を明らかにし、現場で
活⽤可能な「多職種連携推進マニュアル（ドラフト版）」を策定した。全国の診療所・病
院・退院患者・多職種への調査を通じて、業務分担の実情、医師負担軽減の⽅策、外部機
関連携の課題、⽀援の当事者評価などを包括的に検討した。その結果、各職種の機能が明
確化され、タスクシフトの必要性と有効性が⽰された。これらの知⾒を反映し、診療過程
全体をカバーするマニュアル（ドラフト版）を完成させ、今後の普及と研修に資する実装
基盤を構築した。 

分担研究者 
l 奥野 正景（三国丘病院、三国丘ここ

ろのクリニック院⻑） 

l 原⽥ 謙（⻑野県⽴こころの医療セン
ター駒ヶ根 ⼦どものこころ診療セン
ター） 

l ⼤重 耕三（岡⼭県精神科医療センタ
ー） 

l ⼭本 啓太（国⽴国際医療研究センタ
ー国府台病院 ソーシャルワーク室） 

l ⽥崎（板垣）琴瑛（国⽴国際医療研究
センター国府台病院 ⼼理指導室） 

 
 
A. 研究⽬的 
不登校の児童や⾃殺した児童の増加が
問題となっている⼀⽅で、児童・思春
期精神医療における専⾨医数のなど医
療資源の偏在が明らかとなっている
（Usami et al.,2025）。これらの社会的
課題を乗り越えていくために、児童・
思春期精神医療における多職種連携の
実態を明らかにし、その質の向上と効
率化を図ることを⽬的とする。それぞ
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れの班は、以下の特定の⽬的を設定し
ている。 
奥野班: 児童精神科診療所におけるコメ
ディカル（精神保健福祉⼠、公認⼼理
師など）の配置状況を調査し、医師の
負担軽減と多職種連携の効率化を⽬指
す。具体的には、初診予約、インテー
ク、児童および保護者対応、連携機関
との業務内容を明らかにすることを⽬
的としている。 
⼤重班: 児童精神科専⾨病棟を持つ医療
機関における初診待機期間の実態を調
査し、多職種がどのように関与してい
るかを把握する。特に、初診予約の受
付体制や緊急対応の仕組み、マンパワ
ー不⾜の課題を明確化することを⽬的
としている。 
原⽥班:  児童・思春期精神科⼊院治療
における多職種の診療実態を明らかに
し、専⾨性を活かした効率的な連携シ
ステムの構築を⽬指す。特に、各職種
の役割分担とタスクシフトの必要性を
評価することを⽬的としている。 
⼭本班: 多職種による児童・思春期精神
科⼊院治療の有効性を評価し、効果的
な治療アプローチを推進することを⽬
的としている。患者およびその家族か
らのフィードバックを基に、治療プロ
グラムの質を向上させるための評価を
⾏う。 
 板垣班（主任研究班）: 児童・思春期
精神医療における多職種連携推進マニ
ュアル（ドラフト版）を作成し、各職
種の役割と連携⼿順を明確にすること
を⽬的としている。具体的な連携⼿順
や各職種の役割を定義し、効果的な連

携モデルを提案する。 
 

 
B. 研究⽅法 
本研究は国⽴国際医療研究センター国府

台病院を中⼼とし、全国児童⻘年精神科医
療施設協議会および⽇本児童⻘年精神科・
診療所連絡協議会の協⼒を得て実施された。
各分担研究班は以下のテーマのもと、定量
的および定性的⼿法を⽤いた調査・分析を
⾏った。 
奥野班は、全国の児童精神科診療所 37 施
設を対象にアンケート調査を実施し、多職
種の配置状況、保険加算の取得状況、初診
患者の年齢構成、各職種の業務への関与状
況、アウトリーチ活動の実施状況などを詳
細に把握した。 
⼤重班は、児童精神科病棟を有する病院お
よび診療所 62 施設を対象に、児童相談所
や教育機関などの外部機関との連携実態、
連携時における困難点、5 歳児健診への対
応⽅針について調査した。 
原⽥班は、全国 38 施設に勤務する児童精
神科関連職種 257 名（医師、看護師、⼼理
職、精神保健福祉⼠、作業療法⼠等）を対
象にアンケートを⾏い、⼊院治療における
業務ごとの職種関与率を明らかにした。 
⼭本班は、児童思春期精神科医療機関から
の退院患者およびその保護者 54 名に対し、
⼊院治療に対する満⾜度評価と⽀援職種の
有効性に関する質問紙調査を実施した。 
板垣班は、これら全ての研究成果を統合し、
理念編・実践編・職種別編からなる「多職
種連携推進マニュアル（ドラフト版）」を
作成する役割を担い、3 回にわたる研究班
会議を通じて構造と内容の整備を⾏った。 
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C. 研究結果 
l 奥野班による調査では、児童思春期⽀

援指導加算を取得している診療所は
13 施設（35％）、児童思春期専⾨管理
加算を取得している診療所は 10 施設
（27％）であり、いずれの加算も取得
していない施設は 20 施設（54％）に
上った。初診患者は 1施設あたり平均
28.9 名／⽉で、そのうち 71.3％が 20
歳未満、61.9％が 16 歳未満であった。
コメディカル職種の配置状況としては、
公認⼼理師が平均 1.38 名、精神保健
福祉⼠が 1.05 名、看護師が 1.51 名、
医師が 1.43 名、作業療法⼠が 0.38 名
であった。また、16 施設（43％）が
アウトリーチを実施しており、公認⼼
理師による家庭訪問、学校訪問、電話
⽀援など多岐にわたる活動が確認され
た。 

l ⼤重班の調査によると、児童相談所と
教育機関は、最も頻繁に連携が⾏われ、
かつ最も重要な連携先と認識されてい
た（それぞれ 83.9%、74.2%）。しか
し同時に、連携に最も困難を感じてい
る相⼿でもあり（79%、75.8%）、そ
の理由としては、アセスメントや介⼊
の⽅法論に関する共通理解の不⾜、権
限の不⼀致、⽂化的なギャップなどが
挙げられた。さらに、5 歳児健診後の
⽀援体制が未整備であることを懸念し、
紹介増加への対応が困難との声も多数
⾒られた。 

l 原⽥班による多職種 257 名の調査では、
各業務において「必須」とされる職種
が業務ごとに明確に異なり、例えば集

団療法においては看護師と⼼理職がと
もに90%以上の⽀持を得ていた⼀⽅、
親の⼼理教育では⼼理職が 96.9%と最
も⾼かった。初診予約や転院調整には
精神保健福祉⼠の 93.0%、要保護児童
対策協議会には精神保健福祉⼠と医師
が80%以上の関与を⽰した。これによ
り、業務の多くがコメディカル職種に
よって遂⾏可能であり、医師は専⾨的
判断や監督的役割に集中すべきという、
タスクシフト推進の実証的根拠が得ら
れた。 

l ⼭本班による当事者評価調査では、本
⼈による満⾜度は平均6.3点（10点満
点）、保護者は8.1点であり、主治医や
看護師、公認⼼理師の関与が肯定的に
評価された。特に主治医への信頼度は
本⼈ 4.6、保護者 4.7（5 点満点）と⾼
く、また看護師・⼼理師についても同
様に評価が⾼かった。⼀⽅、本⼈と保
護者間で⽀援の受け⽌め⽅に差異があ
ることも⽰され、今後の個別化⽀援の
必要性が浮かび上がった。 

l 板垣班は、上記 4班の成果を詳細に統
合し、理念編・実践編・職種別編から
なる全 30 ページのマニュアル（ドラ
フト版）を策定した。理念編では「⼦
ども中⼼の⽀援」を共通価値観として
掲げ、院内連携と地域連携を明確に区
別。実践編では、初診予約から診療、
退院⽀援、地域移⾏に⾄るまでの各ス
テップにおける多職種の役割と⼿順を
明記し、具体的な連携モデルを図解と
ともに⽰した。職種別編では、医師、
公認⼼理師、看護師、精神保健福祉⼠、
作業療法⼠に対して「必須業務」「推
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奨業務」「共有可能業務」の分類を⾏
い、原⽥班の業務実態調査結果を反映
した内容とした。これにより、現場で
の実装が可能な実践的ガイドラインと
しての完成度が確保された。 

 
l 「児童・思春期精神医療における多職

種連携推進マニュアル（以下、本マニ
ュアル）」ドラフト案   

１） 理念編   
多職種連携の基本的意義と、本マニ
ュアルの⽬的を明記し、「院内多職種
連携（例：病棟チーム内の協働）」と
「地域連携（例：児相、学校、保健
所との連携）」を明確に定義し、混同
を避けた記述とした。 共通理念とし
て「⼦ども中⼼の⽀援」という価値
観を明⽰し、すべての職種の共通⽬
標を統⼀した。  

２） 実践編  
初診予約、予診、診療、退院⽀援に⾄
る各場⾯において、どの職種がどのよ
うな役割を担うかを記述した。多職種
による情報共有と⽅針決定の場として
の「カンファレンス」の開催頻度、参
加職種、議題例を記載し、⼊院治療中
の多職種協働、退院⽀援委員会、地域
移⾏時の外部機関連携、外来診療の中
におけるアウトリーチ（例：訪問看護、
家庭訪問、学校訪問）の実施⽅針を整
理した。完成版では「流れ図」「業務
対応表」なども挿⼊し、現場での活⽤
性を⾼めていくことも決定した。 

３） 職種別編   
医師、公認⼼理師、看護師、精神保健
福祉⼠、作業療法⼠それぞれについて、

「必須業務」「推奨業務」を分類し、
タスクシフティングの観点から、医師
以外の職種が主導し得る活動（例：予
診、集団療法の企画、保護者⽀援など）
を⽰した。 

 
D. 考察 
本年度の調査は、児童・思春期精神医療に
おける多職種連携の現状を、多⾯的かつ定
量的に明らかにし、その課題と可能性を同
時に浮き彫りにしたものである。 
精神科診療所における外来診療では、コ
メディカル職種の積極的配置と役割の拡⼤
が、医師の負担軽減と加算算定の促進に寄
与していたが、⼀⽅で配置の地域差や制度
利⽤の格差も⾒られた。⼊院医療では、各
業務に応じた職種別関与の実態が明らかと
なり、従来医師が担っていた業務を他職種
に委譲する体制が現実的であることが⽰さ
れた。外部機関との連携については、児童
相談所・教育機関が連携の要である⼀⽅、
⽂化や評価基準の違いから意思疎通に困難
があることも確認された。当事者評価では、
多職種⽀援に対する肯定的な受け⽌めが得
られると同時に、⽀援の⼀貫性や可視化へ
の要望も⽰唆された。 
これらの知⾒を全て体系的に統合し、現

場での応⽤を可能としたのが、本年度の成
果である「多職種連携推進マニュアル（ド
ラフト版）」である。このマニュアルは、
令和７年度に完成版へとアップデートし、
全国の児童精神科診療所や病棟において即
時活⽤可能な実装性を有し、またWeb化・
動画教材化を通じた普及展開も視野に⼊れ
ている。ドラフト版の策定により、今後の
普及・研修・政策形成に向けた実践的な第
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⼀歩が確実に踏み出された。 
 
 
E. 結論 
令和 6 年度の研究を通じて作成した「児
童・思春期精神医療における多職種連携推
進マニュアル（ドラフト版）」は、今後の
多職種連携の実践において重要な役割を果
たすことが期待される。児童・思春期精神
医療における多職種の連携体制について、
全国規模の定量的・定性的調査を通じて、
現状の可視化と課題の構造的把握がなされ
た。そして、それらの成果はすべて、「多
職種連携推進マニュアル（ドラフト版）」
として集約され、理念と実践をつなぐ具体
的な⼿順書として完成した。このドラフト
版は、今後の診療・研修・⾏政施策におい
て、実装可能な標準モデルとして⼤きな役
割を果たすことが期待される。本研究の成
果は、児童・思春期精神医療の質の向上を
図るための基盤資料として、今後全国の関
係機関において積極的に活⽤されるべきで
ある。 
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l Sasaki, Y., Sasaki, S., Sunakawa, H., 
Toguchi, Y., Tanese, S., Saito, K., 
Shinohara, R., Kurokouchi, T., 
Sugimoto, K., Itagaki, K., Yoshida, Y., 
Namekata, S., Takahashi, M., Harada, I., 
Hakosima, Y., Inazaki, K., Yoshimura, 
Y., Mizumoto, Y., Okada, T., & Usami, 
M. Evaluating the daily life of child and 
adolescent psychiatric outpatients 
during temporary school closure over 
COVID-19 pandemic: A single-center 
case-control study in Japan. Global 
Health & Medicine, 2022.1‒7.  

l M.Usami, et al., Increasing of children 
with eating disorders during COVID-
19 Pandemic in Japan, Psychiatry and 
Clinical Neurosciences Reports, Under 
reviewing. 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

 

令和 6 年度分担研究報告書 

 

分担研究課題名：児童・思春期精神科入院治療における多職種の診療実態調査に関する研究 

 

分担研究者：原田 謙 （長野県立こころの医療センター駒ヶ根） 

研究協力者： 宮崎 洋 （長野県立こころの医療センター駒ヶ根） 

 

研究要旨 

 本年度の研究では、専門性を活かす業務を明確にし、不足が問題視されている医師が参加しな

くても運営できるシステム構築やタスクシフトを明らかにすることを目的とした。全国児童青年精神

科医療施設協議会の会員施設に勤務する医師、心理職、看護師、精神保健福祉士、作業療法士、

保育士ほかを対象にアンケート調査を実施し、各業務に必要と考えられる職種について回答を得

た。その結果、入院治療において医師が必須と考えられる業務はなく、医師は、薬物療法、身体的

診察、カンファレンスや専攻医の指導など医師にしかできない業務を担い、それら以外の業務はス

ーパーバイザー的に俯瞰することによって、適切に働くことが可能となることが示唆された。 

 

A. 研究目的 

昨年度の研究では、児童思春期精神科病

棟に勤務する各職種を対象に現在の勤務状

況について調査を行った。その結果の最も大

きなポイントは、１つの業務に多くの職種が参

加しているということであった。例えば、集団療

法や家族面談は、調査した全職種が参加して

いた。 

各種プログラムを担う職種が重複していると

いうことは、様々なプロフェッショナルがそれぞ

れの立場から 1人の患者さんを評価・治療して

いると言え、たいへん望ましいことではある。し

かし逆に言えば専門性が生かされていないと

も言え、医療経済的にも非効率であると思わ

れた。 

特に医師は、外来や後進の指導も担ってい

るため特に多忙で、その不足が問題視されて

いる。各業務に求められる職種を明確にし、医

師のタスクシフトを検討することが、本年度の

課題であると考えられた。 

 

B. 研究方法 

児童精神科入院治療を行っている医療機

関が所属している全国児童青年精神科医療

施設協議会の会員施設を対象に、アンケート

調査を実施し、現状や課題を抽出した。 

 調査方法：オンラインでのアンケートであり、

Microsoft Formsを利用した。 

 調査時期：2023 年 11月～2024年 10月 

 調査対象：全国児童青年精神科医療施設協

議会（以下全児協）に加盟する 38の正会員施 

設の各専門職。 

 

  アンケートの内容を表１に示す。 
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I. 回答者の基本情報 

１．勤務する病院の属性 

２．公立病院か民間病院か 

３．勤務形態 

４．児童思春期病棟は専門病棟かユニット

か 

５．職種 
 

II. 質問項目 

各業務に欠かせない職種 

1. 初診予約や転院依頼の対応 

2. 集団療法 

3. デイケア 

4. レクリエーション 

5. 家族会 

6. 親の心理教育 

7. 要保護児童対策協議会への参加 
 
表１ アンケートの内容 

 

（倫理面への配慮） 

 研究責任者である宇佐美政英が所属する国

立研究開発法人国立国際医療研究センター

国府台病院の倫理委員会の承認を得た。  

 回答は無記名であり、個人情報は含まれな

い。 

 

C. 研究結果 

I. 回答者の基本情報 

 児童思春期精神科における入院治療を行っ

ている施設に勤務する回答者は 257 名であっ

た。勤務する病院の属性を図 Iに示す。 

 

 

 このうち、公立病院に勤務しているものは170

名、民間病院は 87 名。常勤 246 名、非常勤 

11 名。児童思春期専用病棟に勤務しているも

のは 237名、専門ユニットは 20 名であった。 

 回答者の職種を図 IIに示す。 

 

 

内訳は看護師 98名、医師 49名、心理職 49

名、精神保健福祉士 36 名、作業療法士 20 名、

その他5名（保育士 4名、言語聴覚士 1 名）で

あった。 

 

II. 回答結果 

 各業務に欠かせない職種 

 回答者には、入院治療で多職種が関わる業

務について欠かせないと考えている職種を問

うた。 

1. 初診予約や転院依頼の対応 

15064

35

3

5

I. 回答者が勤務する病院の属性

精神科病院

総合病院

こども病院

大学病院

その他

98

49

49

36

20 5

II. 回答者の職種

看護師

医師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

その他
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 初診予約や転院依頼の対応に欠かせないと

考えられている職種は多い順に、精神保健福

祉 士 （93.0％ ） 、 医 師 （82.9％ ） 、 看 護 師

（60.7％）であった。 

 

2. 集団療法 

 

 集団療法に欠かせないと考えられている職

種は多い順に、看護師（92.6％）、心理職

（92.2％）、医師（71.2％）であった。 

 

3. デイケア 

 

 デイケアに欠かせないと考えられている職種

は、看護師（75.4％）、作業療法士（75.1％）、

心理職（74.7％）がほぼ同数であった。 

 

4. レクリエーション 

 

 レクリエーションに欠かせないと考えられてい

る職種は多い順に、看護師（90.3％）、心理職

（84.0％）、作業療法士（79.8％）であった。 

  

5. 家族会 

 

 家族会に欠かせないと考えられている職種

は 、 看 護 師 （84.4％ ） 、 精 神 保 健 福 祉 士

（82.9％）、心理職（82.5％）がほぼ同数であっ

た。 

 

6．親の心理教育 

0 50 100 150 200 250

213

156

85

239

30

0

1. 初診予約や転院依頼の対応

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士

183

238

237

151

165

17

2. 集団療法

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士

167

194

192

175

193

12

3. デイケア

医師

看護師

心理職

精神保健福祉

士
作業療法士

保育士

155

232

216

160

205

25

4. 病棟レクリエーション

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士

0 50 100 150 200 250

197

217

212

213

101

4

5. 家族会

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士
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 親の心理教育に欠かせないと考えられてい

る職種は多い順に、心理職（96.9％）、医師

（74.7％）、看護師（65.8％）であった。 

 

7. 要保護児童対策協議会への参加 

 

 要保護児童対策協議会に欠かせないと考え

られている職種は、精神保健福祉士（91.8％）

と医師（82.9％）が多かった。 

 

D. 考察 

本年度は、多職種が参加すべき業務と、専

門性を活かす業務を明確にし、不足が問題視

されている医師が参加しなくても運営できるシ

ステム構築やタスクシフトを明らかにすることを

目的とした。 

 今回、児童思春期精神科入院治療を行って

いる施設に勤務するスタッフが、各業務ごとに

欠かせない職種と回答した結果をまとめると以

下のようになる。 

 

 

 初診予約や転院依頼は、精神保健福祉士

が必須と考えられ、医師も必要とされていた。

ケースによって精神保健福祉士のみでは、受

け入れや転院の判断が難しい場合には、医師

が入ればよいであろう。 

 集団療法は、心理職と看護師が必須であり、

医師も必要とされる。入院する子どもに対する

重要な治療プログラムであり、看護師、心理職

が中心となり、施設の実情に応じて医師が参

加すべきであろう。 

 デイケアは外来部門であることが多いが、レ

クリエーション同様、看護師、心理職、作業療

法士が担うべきとの声が多かった。また、家族

会は看護師、心理職、精神保健福祉士が担

当するべきとの意見が多かったが、必須とされ

る職種はなく、施設の事情で判断すべきであ

ろう。 

 親の心理教育に関して必須とされるのは心

理職であり、医師も必要とされていた。これも

施設ごとに判断されるべきものであろう。 

 要保護児童対策協議会への参加は、精神

保健福祉士が必須であり医師も必要とされて

いた。医学的判断が重要であるケースについ

ては医師が参加すればよいであろう。 

  

0 50 100 150 200 250

192

169

249

130

63

5

6. 親の心理教育

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士

0 50 100 150 200 250

213

125

99

236

31

1

7. 要保護児童対策協議会への参加

医師

看護師

心理職

精神保健福祉士

作業療法士

保育士

医師 看護師 心理士
精神保健

福祉士

作業療法

士

初診予約や転院

依頼
○ △ ◎

集団療法 ○ ◎ ◎

デイケア ○ ○ ○

レクリエーション ◎ ○ ○

家族会 ○ ○ ○

親の心理教育 ○ △ ◎

要保護児童対策

協議会への参加
○ ◎

◎：90%以上，◯：70-90%、△：70%以下
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 逆に、入院治療において医師が必須と考え

られる業務はなかった。したがって医師は、治

療的な必要性や施設の実情に合わせて、各

業務への参加を考えれば良く、入院治療の各

業務は、他職種にタスクシフトすることが可能

であると考えられた。 

すなわち医師は、薬物療法、身体的診察、

カンファレンスや専攻医の指導など医師にしか

できない業務を担い、それら以外の業務はス

ーパーバイザー的に俯瞰することによって、適

切に働くことが可能となることが示唆された。 

 

E. 結論 

 本年度は、各職種が参加すべき業務と、専

門性を活かす業務を明確にし、後者について

はコメディカルで運営できるシステムを検討し

た。 

 

F. 研究発表 

１．研究論文 

 なし 

２．学会発表 

 原田 謙：第 65 回⽇本児童⻘年精神医学会
総会 児童精神科診療所における多職種の
業 務 の 実 態 に つ い て  ポ ス タ ー 発 表 
2024.10.19 
 
G：知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

令和 6 年度分担研究報告書 
 

分担研究課題名：専⾨病棟をもつ拠点病院としての地域連携に関する研究 
分担研究者：⼤重耕三 （地⽅独⽴⾏政法⼈ 岡⼭県精神科医療センター） 
研究協⼒者：福⽥理尋、⾕⼝斐⾹、古謝佳⼦、新庄加奈、⼭下えりか、古⽥⼤地、⿑藤慧 
 
研究要旨 

児童精神科の⽇常臨床では、他機関連携が必要不可⽋とされているが、その実態や課題
については明らかになっていない。また、⼦ども家庭庁によると、「こどもまんなか実⾏計
画 2024」（令和 6 年 5 ⽉ 31 ⽇ こども政策推進会議決定）によって、全国に 5 歳児健診を
展開する⽅針が打ち出されている。5 歳児健診の実施に伴って、児童精神科医療機関への
紹介件数の増加が想定されるが、医療機関側の対応の現状も明確ではない。 

本研究では、児童精神科医療機関に、連携の頻度の⾼い連携先機関、重視している連携
先機関や、連携にあたっての困難さ等の現状の把握を⾏うこと、また５歳児健診への対応
について各機関の意向の把握を⾏うことを⽬的とした。児童精神科の⼊院病床をもつ医療
機関、および児童精神科のクリニックを対象としてアンケート調査を実施した。 

アンケート調査の結果、連携の頻度がもっとも⾼い機関として挙げられたのは児童相談
所と教育機関であり、連携の重要性も⾼いと認識されていることがわかった。さらに、連
携時の困難さが⾼い機関としてもっとも多かったのも児童相談所と教育機関であることが
明らかになった。困難さの例として、アセスメントや介⼊についての認識共有の難しさ等
の課題が浮かび上がった。また、５歳児健診については半数近くの機関が、紹介を受け⼊
れる意向を⽰していたが、健診後の⽀援が未整備であることなど懸念点も明らかになった。 

 
A. 研究⽬的 

児童精神科の⽇常臨床における機関連携
の実態について、また、5 歳児健診に関し
て現状の対応や今後の意向について把握す
ることを⽬的とした。 

 
B. 研究⽅法 

令和 6 年度、児童精神科専⾨病棟をもつ
医療機関群が所属している全国児童⻘年精
神科医療施設協議会の会員施設、⽇本児童
⻘年精神科・診療所連絡協議会に所属する

医療施設を対象に、アンケート調査を実施
し、現状や課題を抽出した。 

 
（研究デザイン） 
当院単独・多施設を対象としたアンケート
調査 
 
（アンケート実施時期） 
令和 7年 2 ⽉ 
 
（対象者） 
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全国児童⻘年精神科医療施設協議会に所属
する医療施設（正会員施設など） 
⽇本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会に
所属する会員 
 
（調査項⽬） 
・⼦どもを対象とした⽇常臨床業務におけ
る、連携する頻度の⾼い機関 3 つ 
・機関連携の業務を⾏っている職種 
・⼦どもを対象とした⽇常臨床において、
重要度の⾼い連携機関 3 つ 
・重要度が⾼いと判断した理由（⾃由記述） 
・⼦どもを対象とした⽇常臨床において、
困難さを感じる連携機関 3 つ 
・困難さを強く感じる理由（⾃由記述） 
 
※連携機関の選択肢 
①⼀般精神科医療機関・児童精神科医療機
関（病院・クリニック 等） 
②⼩児科医療機関 （病院・クリニック 等）
③児童相談所 
④市区町村の児童家庭相談窓⼝ （⼦ども相
談センター 等） 
⑤児童福祉施設等 （児童養護施設、児童⾃
⽴⽀援施設、児童⼼理治療施設、児童家庭
⽀援センター 等） 
➅相談⽀援事業所 
➆障害児通所⽀援 （放課後等デイサービス、
児童発達⽀援センター 等） 
⑧障害児⼊所施設 （知的障害児施設 等） 
⑨教育機関 （各種学校、教育センター、教
育委員会 等） 
・5 歳児健診について、実施前より未就学
児の受診を受けていたか 
・5 歳児健診が実施された場合、紹介を受
けるなどの対応の予定はあるか 

・5 歳児健診と児童精神科医療との連携に
ついての意⾒（⾃由記述） 
 
（倫理⾯への配慮） 
個別の患者情報は、調査項⽬には⼊れない
ようにしている。 
 
C. 研究結果 
（回答率） 
全国児童⻘年精神科医療施設協議会正会員
施設 42 施設のうち 32 施設、オブザーバー
施設４施設から回答を得た。また、⽇本児
童⻘年精神科・診療所連絡協議会に所属す
る 26 施設から回答を得た。 
 
（回答者の職種） 
医師 53 名 精神保健福祉⼠7名 看護師 2
名 
 
■図 1 ⼦どもを対象とした⽇常臨床業務
において、連携する頻度の⾼い機関（3 機
関を選択） 

 

 
 
■図 2 機関連携の業務を⾏っている職種
（複数選択可） 

1
4
9
15
16
20
30

42
49

障害児⼊所施設
障害児通所⽀援
相談⽀援事業所
市区町村の児童家…
⼩児科医療機関
児童福祉施設等
⼀般精神科・児童…

教育機関
児童相談所
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なお、特定の職種のみで⾏っていると回
答した施設は 13 施設であり、複数職種が
⾏っていると回答した施設は 49 施設であ
った。 
 
■図 3 ⽇常臨床において、重要度の⾼い
連携機関（3 つの機関を選択）  

 

このうち、回答率が 50%を超えたのは児
童相談所（83.9%）と教育機関（74.2%）
のみであった。この 2 機関について、重要
度が⾼いと判断した理由（⾃由記述）を以
下に抜粋する。 
 
■重要度が⾼いと判断した理由 
① 児童相談所 
・虐待対応のため 
「虐待でかかわることが多い」 
「児童相談所は、⼦どもを虐待から保護す
るなど権利擁護を⾏う機関であり、重要と
考えている」など 

・措置による指導を⾏う機関であるため 
「被虐待児の保護先や環境調整機関、⽀援
として重要」など 
・医療機関へのニーズがある 
「緊急かつ重症度の⾼いケースの依頼相談
が多くあるため」など 
 
その他、養育者⽀援や機関連携のマネジメ
ントを担うこと、障害・⾏動問題への対応、
⾮⾏への対応などが重要性の理由としてあ
げられた。 
 
② 教育機関 
・⼦どもが⽇常を過ごす場であるから 
「⽇常を⽀えてもらうため。」 
「⼦供が地域に帰っていく時に、家庭以外
で⼦供が⻑い時間過ごす場所であるため」
など 
 
・特別⽀援や合理的配慮等学校への期待 
「合理的配慮などを必要とする場であるか
ら」 
「⼀次予防から三次予防まで幅広い役割を
担っているから」など 
 
その他、学校から医療機関へのニーズがあ
ること、いじめや不登校の対応に学校の協
⼒が必要であることがあげられた。また、
⽇常的に教育機関と連携をしていることが
重要性の理由として多くあげられていた。 
 
■図 4 ⽇常臨床において、困難さを最も
強く感じる連携機関（3 つの機関を選択） 

3
5
13
18

48
52

作業療法⼠
事務
⼼理⼠
看護師
医師

ソーシャルワーカー

2
6
8
12
19
19
22

46
52

障害児⼊所施設
障害児通所⽀援
相談⽀援事業所
⼩児科医療機関
児童福祉施設等
市区町村の児童家…
⼀般精神科・児童…

教育機関
児童相談所
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このうち、回答率が 50%を超えたのは児童
相談所（79%）と教育機関（75.8%）のみ
であった。この 2 機関について、困難さを
感じると判断した理由（⾃由記述）を以下
に抜粋する。 
 
■困難さを感じると判断した理由 
①児童相談所 
・評価、介⼊の共有が困難 
「児童相談所は緊急度や重症度の評価のす
り合わせが困難で、精神科適応のない症例
の依頼も多い」 
「カルチャーの違いがあるように思われ、
⾏き違いがある」 
「連携が必要である分、お互いの⽂化の違
いを考慮しながら、その⼦にとってベター
な環境を模索する際に話し合いを重ねない
といけないため」など 
 
・期待した対応をしてくれない 
「⼊院を受け⼊れても、出先についての動
きが弱い」 
「虐待の捉え⽅が医療機関と児童相談所と
では乖離があり、医療側が期待する動きに
繋がっていかない」 
「児童相談所は虐待対応、保護など、緊急
時以外は忙しく対応してもらえない」 な

ど 
 
・機関や担当者による対応の違い 
「児童相談所は、担当者が毎年のように替
わり、意思疎通の難しさを感じることがあ
る」 
「職員による能⼒や理解度に差異があり、
コミュニケーションが難しいことがある。」 
「担当職員により対応の精度に⾮常にムラ
が⼤きい」 など 
 
その他、医療機関と児童相談所双⽅とも多
忙であるため連携が難しいという回答があ
げられた。 
 
②教育機関 
・評価、介⼊の共有が困難 
「医療への過⼤な期待と要求があり、対応
や調整に苦労をする」 
「考え⽅が異なり平⾏線になる場合もある」 
「もっと連携が必要だと感じるが、教育機
関側には強固な⽂化があり、⼿強い」 
「⽴場や観点の違いから、話し合いに時間
をかけても平⾏線になることがある」 な
ど 
 
・学校、教員による対応の違い 
「教育機関はメンタルヘルスケアに関する
理解について差が⼤きく、対応も担任や管
理者のレベルで⼤きく異なり、年度が変わ
るとリセットされることも多く、連続性が
担保されにくい」 
「学校に現状の様⼦をきいても児童の個⼈
情報を理由に断られるなど学校により対応
に差がある。管理職の意識次第で全く変わ
ることも困難さを感じる所以である」 

4
5
9
14
16
19
23

47
49

障害児⼊所施設
相談⽀援事業所
障害児通所⽀援
⼩児科医療機関
⼀般精神科・児童…
市区町村の児童家…
児童福祉施設等

教育機関
児童相談所
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「学校の体制が多様であり、⼦どもの困り
ごとや課題に対する対応も千差万別」 な
ど 
 
・制度上の問題 
「特別⽀援学級運営の⼤半が交流学級に丸
投げしていたり、⼈⼿が⾜りなかったりす
ることが常態化していて、制度上の問題が
⼤きい」 
「インクルーシブや特別⽀援教育をうたい
ながら、制度やきまりを盾に個別性を無視
されていることが多い」 
「⼊院が⻑期化するケースで、院内学級に
転籍させると、それまで原籍校で進んでい
た特別⽀援学級の⼿続きが中断するなど、
退院を⾒越した⽀援が途切れる例も多い」 
など 
 
その他、情報共有の困難さ、教員が多忙で
あることによる連携の困難さがあげられた。 
 
 
■図 5 5 歳児健診実施前から、未就学児
の受診を受けていたか 

 ７割以上の施設が、既に未就学児の受診
を受けていた。 
 

■図 6 5 歳児健診が実施された場合、健
診からの紹介を受けるなど、対応をする
予定はあるか 

 ５割の施設が、条件付きを含め、健診か
らの紹介を受けると回答していた。 
 
■5 歳児健診と児童精神科医療との連携に
ついての意⾒（⾃由記述） 
 
・健診後の⽀援が未整備 
「元々就学前児童の初診は多く受けている
が、更に増えるだろうと思うので、当院以
外に発達障害の診断が出来る医療機関を増
やす⼯夫がいるだろう」 
「教育には予算の配分も⼈的資源も乏しい
中で、特別⽀援教育やインクルーシブとい
っても、実際は新たな対応ができるほどの
余裕がないのが現状である。⽀援もないの
に診断がつく⼦ばかり増やしても、“⽀援
難⺠の⼦”が増えるだけである」 
「健診を⾏っても、フォローの必要な児童
の⽀援や療育を受けられる機関の具体策の
選択肢がないと、健診を⾏ってもその先ど
うしようもないことも多い」 
 
・⼩児科との連携が必要 
「⼩児科医療との連携は必須で、ケースの
程度によって対応に段階を設ける必要があ
ると思われる」 

20

28

14
受けていた

条件付きで
受けていた
受けていな
かった

14

1719

12

ある

条件付きで受
け⼊れる
ない

わからない
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「⼆次的な精神症状が認められる場合は児
童精神科医療が診る必要があるが、発達の
問題だけであれば⼩児科で⽀援を受けられ
ると良い」 
 
・キャパシティを越えている 
「市町村(特に町村)の財政⾯や⼈材⾯の厳
しさを考えると、とても実現可能には思え
ない」 
「現状の体制では医療機関として５歳児を
受け⼊れるのは採算の⾯で課題を感じる」 
「ただでさえ不⾜している児童精神科医療
のリソースが、さらに不⾜することについ
ても同時に検討が必要である」 
 
その他、3 歳児健診の充実を図るべきであ
る、健診の質の担保が必要であるなどの意
⾒があげられた。 
 
D. 考察 

児童精神科⼊院棟をもつ医療機関が所属
する全国児童⻘年精神科医療施設協議会正
会員施設 42 施設のうち 32 施設、オブザー
バー施設４施設から回答を得た。また、⽇
本児童⻘年精神科・診療所連絡協議会に所
属する 26 施設から回答を得た。計 62 施設
のうち、約 8 割にあたる 49 施設で、複数
の職種が機関連携の業務にあたっていた。 
 連携する頻度の⾼い連携機関としては、
児童相談所、次いで教育機関があげられた。
また、重要性の⾼い機関、困難を感じる機
関を尋ねた質問においても、この 2 機関の
み、回答率が 50%を超える結果となった。
児童精神科の機関連携において、児童相談
所と教育機関との連携が密に⾏われており、
重要であると捉えられている⼀⽅で、連携

する上での困難が多く⽣じていることが⽰
唆された。 
 児童相談所との連携については、虐待へ
の対応を担う機関として、また、措置によ
る指導を⾏える機関として重要性が⾼いと
考えられていた。しかし、虐待への対応に
ついて、医療機関側が期待していた対応が
望めないことに困難さを感じやすいようだ
った。そもそも、⼦どもや取り巻く環境の
アセスメント・介⼊について、医療機関と
児童相談所で共通⾒解を得られにくいとい
うことがうかがえた。また、担当者や機関
ごとの対応に違いがあることも困難さに関
係しているようだった。 
 教育機関については、⼦どもが⽇常を過
ごす場所として、⽇頃から連携を密に⾏っ
ているという回答が多く認められた。また、
特別⽀援や合理的配慮など、個々の⼦ども
の特性に応じた環境調整への期待があると
いうことも重要性の理由としてあげられて
いた。⼀⽅で、児童相談所と同じく、⼦ど
ものアセスメントや介⼊について共通⾒解
を持ちにくいことが困難さとしてあげられ
ていた。学校の⽂化や制度上の問題に対す
る困惑もあるようだった。 
 
E. 結論 

児童精神科病棟をもつ医療機関群である
全国児童⻘年精神科医療施設協議会の会員
施設、⽇本児童⻘年精神科・診療所連絡協
議会に所属する会員を対象にアンケート調
査を⾏い、連携についての実態や課題の把
握を⾏った。また、５歳児健診に関して現
状の対応や今後の意向について調査した。 

機関連携について、全体の 7 割以上の施
設が、児童相談所と教育機関との連携を特
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に重視していた。⼀⽅で、両機関との連携
において困難を感じていることも明らかに
なった。困難さの理由として、アセスメン
トや介⼊についての共通⾒解が得られにく
いことが、両機関ともにあがった。医療機
関と連携先機関間での双⽅向的なコミュニ
ケーションの難しさがあり、機関連携を円
滑にすすめる上での障壁となっている可能
性が⽰唆された。 

また、５歳児健診について、現時点で 7
割を超える機関が未就学児を受け⼊れてお
り、5 割の施設が 5 歳児健診からの紹介を
受け⼊れる予定であると回答された。しか
し、健診後の⽀援が未整備であることや、
医療機関のキャパシティをさらに越えてし
まうであろうこと、⼩児科との連携が必要
になることなど、いくつかの懸念点があげ
られていた。 

 
F. 研究発表 

なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

分担研究報告書 
 

児童精神科診療所における多職種の業務の実態について 
−診療所のアンケート調査を介して− 

 
研究分担者 奥野 正景 

医療法⼈サヂカム会 三国丘こころのクリニック、同三国丘病院 
⼤阪公⽴⼤学⼤学院⽣活科学研究科 

 
研究要旨 

増加する児童思春期の精神科医療ニーズの中で、児童精神科の診療所は⼀定の役割を果
たしている。その中で、積極的に、児童精神科診療をおこなっている診療所では、精神保健
福祉⼠や公認⼼理師などのコメディカルの配置が多い。そのような機関では、これらの多職
種が実際にどのような業務にかかわっているかについて、診療所の管理者等に対してアン
ケート調査を⾏った。各診療所では、診療所内での様々な業務や他機関との連携において、
各職種が様々な場⾯で従事していることが明らかとなった。 
 
 
研究協⼒者 
 村嶋 隼⼈ 医療法⼈サヂカム会 三国
丘こころのクリニック、同三国丘病院 
 
Ａ．研究⽬的 

児童精神科診療所において、多職種の配
置の多い医療機関においては、児童思春期
の精神科診療を積極的に⾏っている実態に
基づき、2024 年 4 ⽉の診療報酬改定で、児
童思春期⽀援指導加算が新たに保険収載さ
れた。 

そこで、⽇本児童⻘年精神科・診療所連絡
協議会（以下 JaSCAP-C）の会員の医療機関
代表者（院⻑、理事⻑）⼜はそれに準ずる担
当者（副院⻑、事務担当など）に対してアン
ケート調査を⾏い、児童精神科診療所の業

務における多職種の配置とその役割を明確
にする。       
 
Ｂ．研究⽅法 
JaSCAP-C のメーリングリストを⽤い、
EXEL ファイルに直接記⼊し、メールで返
送してもらう形でアンケート調査を 2024
年 12 ⽉に⾏った。 

アンケート調査の対象となる期間は、特
に指定のない場合 2024 年 11 ⽉ 1 ⽇から
30 ⽇までの１か⽉間とした。 

（倫理⾯への配慮） 
  本研究「児童・思春期精神医療における多
職種連携の推進マニュアル作成に関する研
究（23GC1013）」は国⽴研究開発法⼈国⽴
国際医療研究センターにおいて、倫理審査
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を受けている。分担研究において収集され
る情報には個⼈情報は含まれておらず、⾮
介⼊のアンケート調査である。特定の企業
団体との利益相反もない。 
 
Ｃ．研究結果 

 37の診療所から回答を得た。 
児童思春期精神科専⾨管理加算算定機関

は 10件（27％）、さらに 2 機関が算定予定。
児童思春期⽀援指導加算算定機関は 13 件
（35％）。両⽅算定できる機関は６件、いず
れも算定できない機関は 20件（54％）であ
った。 
初診は、全 37機関の平均 28.9名で、20.6
名（71.3％）が 20歳未満、17.9名（61.9％）
が 16 歳未満であった。児童思春期精神科専
⾨管理加算を算定できる 10 機関では、初診
は平均 33.5 名で、30.8 名（91.9％）が 20歳
未満、29.9名、（89.3％）が 16 歳未満であ
った。児童思春期⽀援指導加算を算定でき
る 13機関では、初診は平均 34.2名で、24.9
名（72.8％）が 20歳未満、21.2名（62.0％）
が 16 歳未満であった。児童思春期⽀援指導
加算のみ算定できる 7 機関に限ると、初診
は平均 33.6 名で、19.6 名（58.3％）が 20歳
未満、13.7 名（40.8％）が 16 歳未満であっ
た。いずれも算定できない 20 機関では、初
診は平均 25.1名で、16.0名（63.7％）が 20
歳未満、13.5 名（40.2％）が 16 歳未満であ
った。（図 1） 
 また、1 医療機関当たり、⽉に通院精神療
法を述べ平均 852 件算定し、うち 20 歳未
満加算が 145 件（17%）で、児童思春期精
神科専⾨管理加算が 180件（21％）（1 算定
機関当たりでは 664件）で、⼼理師⽀援加
算が 8 件（1%）、児童思春期⽀援指導加算

5 件（0.6%）（1 算定機関当たりでは 13.9件）
算定されていた。これら加算の件数は、通院
精神療法全体の 39.7％になる。 
⼩児特定疾患カウンセリング料は、10 機

関で計 910件算定され、１算定機関あたり
の平均は 91件であった。 
また、1 ⽇平均59.3 名受診しており、50％

が 20 歳未満、38％が 16 歳未満であった。 
通院患者が初めて来院してからの期間は、
16 歳未満では、32％は 1 年以内、67％は 2
年以内、74％は 4 年以内。16 歳以上 20歳
未満においては、38％は 1 年以内、54％は
2 年以内、88％は 4 年以内となり、20歳未
満総計では、33％は 1 年以内、51％は 2 年
以内、77％は 4 年以内であった。つまり、
16 歳未満では、68％が 1 年以上、33％はが
2 年以上、26％は 4 年以上通院し、20歳未
満総計では、67％は 1 年以上、49％は 2 年
以上、23％は 4 年以上通院していた。 
注 4、注 10 の加算の算定できていない施設
では、受診者の 41％が 20歳未満だったが、
加算の算定割合は 14％であった。（図 2） 
転院における 6 歳未満の受け⼊れ先につ

いて、99.9％が困難を感じていた。6 歳以上
でも 78％、13 歳以上でも 70％、16 歳以上
で半数が困難を感じており、18 歳以上でも
困難を感じていた。その理由は、「18 歳未満
の受け⼊れ先がない、少ない。」「専⾨機関受
診を希望するが、専⾨の病院の混雑」などで
あった。18 歳以上の場合は、「他害など強度
⾏動障害の場合」「発達障害に対応できる成
⼈精神科が少ない」「知的障害、発達障害を
受け⼊れる医療機関が少ない」「薬物療法以
外ができる医療機関が少ない」などであっ
た。 
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配置 
常勤医師の配置は、1 医療機関当たり1.43
名でほぼ指定医であった。⾮常勤は、0.34名
（常勤換算、以下同）であった。 

保健師・看護師の常勤は、1 医療機関当た
り 1.51名（59％）がこの分野の研修を受け
ており、⾮常勤は 0.17 名であった。 

精神保健福祉⼠の常勤は、1 医療機関当
たり 1.05 名（64％）が研修を受けており、
⾮常勤は 0.03 名であった。 

公認⼼理師の常勤は、1 医療機関当たり
1.38 名（37％）が研修を受けており、⾮常
勤は 0.88 名であった。 
作業療法⼠の常勤は、1 医療機関当たり

0.38 名（12％）が研修を受けており、⾮常
勤は 0.16 名であった。 
 
業務へのかかわり  
看護師は、平均的に様々な業務にかかわ

るが、初診予約やインテークにかかわるこ
とが多い。保護者対応やアウトリーチにも
かかわる。 

公認⼼理師は配置が多い分かかわってい
る業務が多い。⼦どもや保護者の個別の対
応、集団対応が多いが、検査予約、インテー
ク、アウトリーチにもかかわる。 

精神保健福祉⼠は、初診予約やインテー
ク、保護者の個別対応、アウトリーチにかか
わる。 
作業療法⼠は、配置が少ない。⼦どもや保
護者の個別・集団対応、アウトリーチにかか
わる。 

16機関が、コメディカルスタッフによる
アウトリーチを⾏っており、公認⼼理師が
かかわる機関が 6 あった。（表 1、図 3） 
 

専⾨的治療へのかかわり 
全体の 40％の機関で、ペアレントトレー

ニングを実施しており、主に医師と公認⼼
理師がかかわっていた。 

24％の機関で、PCIT（親⼦相互交流療法）
を実施しており、医師と公認⼼理師がかか
わっていた。 

27％の機関で、TF-CBT（トラウマフォー
カスド認知⾏動療法）を実施しており、主に
公認⼼理師がかかわっていた。（表 2、図 4） 
 
困難事例への対応 
強度⾏動障害の患者は81％の機関で対応

しており、⽉に 5 名以下が多いが、10名以
上も 24％あった。うち 80％で何らかの配慮
をし、63％で多職種対応していた。 

児童相談所で対応されている患者は 95％
の機関で対応しており、⽉に 5 名以下が多
いが、10 名以上も 24％あった。うち 46％
で何らかの配慮をし、68％で多職種対応し
ていた。 

児童養護施設⼊所中の患者は87％の機関
で対応しており、⽉に 5 名以下が多いが、
10 名以上も 23％あった、53％で何らかの
配慮をし、53％で多職種対応していた。 

児童⼼理治療施設の患者は30％の機関で
対応、⽉に 5 名以下が多い。46％で何らか
の配慮をし、64％で多職種が対応していた。 
 児童相談所との連携においては、児童相
談所のスタッフの問題、情報共有の問題、保
護者・家族⽀援において困難を感じており、
その対応として、特別に診療枠を設ける。施
設に医師などが訪問する。⽇ごろから連携
を取る。施設担当者に、病状を理解してもら
うのに時間をかけるなどの配慮をしていた。
（図 5） 
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児童相談所との連携対応で困難な点として
以下のようなものが上がっていた。
   
【児相の問題】    

同⾏職員との時間調整。担当スタッフが
変わる。担当スタッフに、本⼈理解の説明が
伝わらない。メール等の連絡が使えず、電話
もつながらない。電話連絡が多く、精神保健
福祉⼠の業務負荷が⾼い。連絡が取りづら
い、対応が遅い・充分でない。児童相談所の
連携姿勢が不⼗分。18 歳以降の⽀援が不⼗
分。児相 CWの経験不⾜が著しく、連携が
困難。職員の知識不⾜、研修不⾜。児相の職
員の⺠間医療機関に対する認識不⾜。家族
機能の評価不⾜。  
   
【保護者・家族⽀援】   

コストがとれずボランティアに近い。家
族対応もあると別カルテ作れず時間かかり
⼤変。家族の機能が弱く、医療だけで⽀える
ことは難しい。虐待事例の児童相談所職員
と保護者の関係調整対応。患者+親+児相の
スタッフにも説明やアドバイスが必要。時
間を要す。   
  
【情報共有】    

児童相談所に個⼈情報の守秘義務があり、
詳細が共有しにくい。情報開⽰が不⼗分。経
過について教えてくれない。情報提供を求
められるが、⼀⽅、情報を求めてもいただけ
ない。経過や検査結果をなかなか教えても
らえない。   
 
児童養護施設との連携対応で困難な点とし
て以下のようなものが上がっていた。 

 
【施設の問題】 
施設の中で、かわいがられにくい。外来上

は問題なし。同⾏スタッフが担当でなく、情
報が得られないことがある。当院に隣接し
て児童養護施設がある。⽣活⽀援、服薬等の
指⽰が守られないことがある。職員の知識、
⼒量不⾜。18 歳以後の⽀援体制の薄さ。施
設の職員のマンパワー不⾜、精神科的な知
識不⾜。施設の職員に、⼦どもと、特に被虐
待児童と関わるため基本的な知識やスキル
がないこと。施設職員の退職が多く、担当が
すぐに変わってしまう。時間がかかる。⾼校
⽣では通院時間の配慮をするが、限界があ
る。 
 
【連携・情報共有】 

保護者との連携、保護者との⾯談が限ら
れていること。当然先⽅にも個⼈情報の守
秘があり、詳細が共有しにくい。情報共有の
困難さ。⽣育歴が分からないことがある等 
 
対応での配慮は以下のようなものであった。 
 
児童相談所 

院⻑が⽉ 1 回程度訪問。関係各所、担当
との連絡を含む平素からの連携。休診⽇に
連絡を取り合うことが多い。児相 CWに病
状を理解してもらう。情報の共有。職員のみ
と話もする。同⾏職員とのコミュニケーシ
ョン。保護者⽀援に⼒を⼊れている、地域連
携（⾏政、教育・福祉との連携）。メールや
児童相談所訪問。 
 
児童養護施設 

関係各所、担当との連絡を含む平素から
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の連携。⾼校⽣では通院時間の配慮。施設職
員に病状を理解してもらう。⼿紙のやり取
り。適宜施設に⾏って職員と SV。同⾏スタ
ッフとのコミュニケーション。特別枠で往
診をしている。同⾏スタッフとの話をたく
さんする。 
 
Ｄ．考察 

JaSCAP-C に対する以前の調査結果と⽐
較し、診療所において多職種の配置が進ん
できており、多職種の配置が要件となる加
算を取得するところが増加してきている。  

20 歳未満の初診数（割合）については、
加算の取得状況と関連が⾒られた。特に、児
童思春期精神科専⾨管理加算の算定機関に
おいては、初診のほとんどが 16 歳未満とな
っている。2022 年に⾏った調査における全
国児童⻘年精神科医療施設協議会のデータ
と⽐較してもその割合は⾼く、⼤きな労⼒
を要している。これには、診療所のみに課さ
れる施設基準（通院・在宅精神療法のうち
50％以上が 16 歳未満であること）が影響し
ている可能性が⾼い。 
再診も含む受診者については、16 歳未満

では、68％が 1 年以上、33％が 2 年以上、
26％が 4 年以上通院し、20歳未満総計では、
67％が 1 年以上、49％が 2 年以上、23％が
4 年以上通院していた。児童思春期精神科
専⾨管理加算を取得できていない機関では、
多くのケースを加算無しで診療している実
態がある。また、児童思春期精神科専⾨管理
加算を取得している機関においても 16 歳
以上で 1 年以上通院しているケースでは加
算を算定できないことになる。 

⼀⽅で、転居や年齢が上がった場合など
様々な理由で転院、受け⼊れ先を探すとき

に多くの診療所が困難を感じていた。理由
として、この年齢層の受け⼊れ先がないこ
とや発達障害への対応が⼀般の精神科医療
機関では難しいことがあげられていた。 
また、予約、インテークから治療までの

様々な業務に多職種が関与している実態が
ある。特に診療所では、公認⼼理師、精神保
健福祉⼠が様々な業務で活⽤されている。
ペアレントトレーニングなど専⾨的治療へ
の取り組みにも関与している。児相などと
の連携が必要な困難事例への対処において
も、様々な配慮や特別な対応、多職種の関与
が⾏われている。 
専⾨的治療のなかではペアレントトレー

ニングを 40％の機関で実施しており、主に
医師、公認⼼理師が関与していた。また、16
機関でアウトリーチを⾏っており、うち 6
機関で公認⼼理師がかかわっていたが、公
認⼼理師は現在の保険診療では、単独の訪
問には評価がない。 
 
Ｅ．結論 
 今回の調査の結果、児童精神科の診療所
において、精神保健福祉⼠や公認⼼理師な
どのコメディカルの配置が進んできており、
各職種が、児童、保護者、連携機関に対して
の様々な業務に従事し、連携して診断、治療
にあたっている実態があり、効率的な治療
システムを構築することができる可能性が
⽰唆された。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論⽂発表 
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 なし 
 
2.  学会発表 
シンポジウム 2 演題 2 奥野正景 桒村
久美、岩橋多加寿 診療所から⾒た不登校
の現状と考え⽅ 第 6５回⽇本児童⻘年精
神医学会総会 2024.10.17 
遠藤未菜、村嶋隼⼈、上⽉恵⾥、岩橋多加寿、
奥野正景：第 6５回⽇本児童⻘年精神医学
会総会 ⽇本児童⻘年精神医学会 改訂版
標準読み書きスクリーニング検査の臨床的
な有⽤性について〜Wechsler検査 FSIQ別
の⽐較検討か ら〜  ポスター発表 
2024.10.18 
奥野正景他：第 6５回⽇本児童⻘年精神医
学会総会 ⽇本児童⻘年精神医学会 児童
精神科診療所における多職種の業務の実態
について ポスター発表 2024.10.19 
森⼝久⼦ 、安⽥由華 、奥野正景他 第 2 分
科会 児童⽣徒の⼼のケアー・⼤阪府医師
会の取組み 令和６年度 第 55 回全国学
校保健・学校医⼤会 2024.11.9令和６年 11
⽉９⽇  
３．その他 
特別講演 1 座⻑ 奥野正景 気分障害

と AI関係 演者：熊崎 博⼀（⻑崎⼤学医
学部 精神神経科学教室）2024.7.12 第 21
回⽇本うつ病学会総会 ⼤阪 
シンポジウム 2（⽇本児童⻘年精神科診

療所連絡協議会提案シンポジウム）司会 
奥野正景他 児童精神科診療所から⾒た不
登校〜教育機関との連携の課題〜診療所か
ら⾒た不登校の現状と考え⽅ 第 6５回⽇
本児童⻘年精神医学会総会 2024.10.17 

令和 6 年度厚⽣労働省こころの健康づく
り対策事業 児童・思春期精神保健研修 
児童・思春期精神保健対策医療従事者専⾨
研修（応⽤コース）講師 スーパーバイザー 
2024。10.6 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実⽤新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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図１ 

 
 

図 2 

 

 
表 1 

 

児童思春期精神科専⾨管理加算 児童思春期⽀援指導加算のみ    算定なし 全体 
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図 3 
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表 2 

 

 
図 4 

 

 
図 5 
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アンケート集計表 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

 

令和 6 年度分担研究報告書 

 
分担研究課題名：多職種による児童・思春期精神科⼊院治療の有効性に関する調査  
分担研究者：⼭本啓太（国⽴国際医療研究センター国府台病院ソーシャルワーク室） 
研究協⼒者：⽔本有紀１、箱島有輝１、板垣琴瑛 2、⾼橋萌々⾹ 3、松堂美紀 3、市川万由奈
2、橋本彩加 2、酒匂雄貴１、松⼟晴奈１、⾺ 敏宰１、野村由紀１、河野悠介１、東野有依１、
⼤橋睦⺒１ 

1. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 児童精神科 
2. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼼理指導室 
3. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼦どものこころ総合診療センター 
 
研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神科における多職種（医師、看護師、⼼理⼠、ソーシャルワー
カー等）による⼊院治療の有効性を、退院患者および保護者の視点から明らかにすること
を⽬的とする。令和 6 年 3 ⽉末までに得られた 54 名の回答を分析した結果、主治医、看護
師、⼼理⼠による⽀援は⾼く評価され、多職種連携の重要性が⽰唆された。また、患者と
保護者の満⾜度に差がみられた点は、今後の⽀援体制構築において留意すべき重要な⽰唆
である。今後は⾃由記述を含む質的分析を進め、連携の質を⾼める実践的マニュアルの開
発を⽬指し、本調査結果が当事者視点において児童・思春期精神医療における多職種連携
の質向上に寄与する重要な指針となることを⽬指す。 
 
A. 研究⽬的 

児童思春期精神医療は初診待機の⻑期化
などの問題を抱えており、診療や⽀援を担
う精神科医及び多職種の育成・活⽤が急務
である。児童思春期精神医療は児童思春期
⼊院治療における患者もしくはその家族に
よる質的評価調査は限られており、本調査
を通じてその質的評価を明確にすることで
児童思春期精神医療の質の向上が期待され
る。また、この研究結果を社会的に発信す
ることで児童精神科医療における多職種の
質の向上とその連携の推進が期待される。 

 調査結果をもとに、多職種（医師、看護
師、公認⼼理師、精神保健福祉⼠など）に
よる児童思春期精神科⼊院治療の実態の解
明に加えて、多職種向けの児童思春期精神
医療における多職種連携マニュアルを策定
するための重要な資料を取得できる。これ
により、効果的で質の⾼い多職種向けの児
童思春期精神医療の実践が期待される。 
 

B. 研究⽅法 
本調査は、児童思春期精神医療の⼊院治療
について治療の効果や満⾜度を多⾓的に評
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価することで、施設の運営や治療プログラ
ムの改善を⽬指して⾏われた。これらの調
査結果を踏まえて、児童思春期精神医療に
おける⼊院治療の有効性に関して⽂献的考
察と⼊院治療の有効性に関する調査体制を
構築する。なお、本調査は国⽴国際医療研
究センター倫理委員会に申請し承認を得た。 
 
l 調査対象と⽅法 

全国児童⻘年精神科医療施設協議会
参加施設職を退院した児童とその保護
者であり、Microsoft Office Forms を
利⽤したオンライン調査。 

l アンケート実施時期の決定 
国⽴国際医療研究センター倫理委員
会承認後〜2026年 3 ⽉の期間。 

l ⽬標対象者数の科学的合理性 
国⽴国際医療研究センター国府台病

院児童精神科の退院患者は年間 50 名
程度である。全国児童⻘年精神科医療
施設協議会に属する施設における専⾨
病棟の稼働率は 20％からほぼ１０
０％まで極めて幅が広い。 

アンケート調査の依頼は岡⼭県精神
科医療センター、⻑野県⽴こころの医
療センター駒ヶ根、東京都⽴⼩児総合
医療センターを主な対象とする。研究
期間が 3 年であることから、50⼈×３
年×４施設×0.5（回答割合）＝300⼈
とした。 

l 調査内容 
n ⼊院児童の性別と年齢 
n ⼊院期間（３ヶ⽉未満、3ヶ⽉か

ら６ヶ⽉未満、６ヶ⽉から 1 年未
満、1 年以上から⼀つ選択） 

n 病名告知の有無（はい、いいえ、
わからないから⼀つ選択） 

n ⼊院理由（不登校、拒⾷・⾷べら
れない、家で暴れていた、ゲーム
がやめられない、かんしゃくが⽌
まらない、体調が悪かった、⾃傷
⾏為や死にたい気持ち、気持ちが
おちこんでいた、不安が⽌まらな
かった、主治医に勧められた、か
ら複数回答） 

n 告知されている病名（ADHD、
⾃閉スペクトラム症、拒⾷症・神
経性やせ症、うつ病、不安症、強
迫性障害、チック症、素⾏症・反
抗挑発症、ゲーム障害/ゲーム依
存、不登校・ひきこもり、わから
ないから⼀つ選択） 

n ⼊院形態とその変更（医療保護⼊
院、任意⼊院、わからない、のう
ち⼀つ選択） 

n ⼊院中の担当職種（医師、看護師、
⼼理⼠、ソーシャルワーカー、作
業療法⼠、保育⼠、） 

n ⼊院治療の満⾜度（全くよくなか
ったから、すごくよかったまで１
０段階評価） 

n ⼊院治療の治療（職種別の⾯接と
⾏動制限についての有無） 

n ⼊院治療の内容とその有効性（集
団療法、薬物療法、病棟レクリエ
ーション、作業療法、認知⾏動療
法、院内学級の利⽤、隔離・拘束、
退院⽀援会議の有無とその有効性
について５段階評価） 

n 担当職種の有効性（主治医、看護
師、⼼理⼠、ソーシャルワーカー、
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作業療法⼠、保育⼠の関わりにつ
いて５段階評価） 

 
C. 研究結果 

l 【回答者数】 本調査には令和 6年 3 ⽉
末までに合計 54 名が回答した。内訳
は、「本⼈（⼊院した児童）」による回
答が 14 名（25.9％）、「ご家族（⺟）」
が 35 名（64.8％）、「ご家族（⽗）」が
5名（9.3％）であった。 

l 【⼊院児童の性別と年齢】 本⼈によ
る回答のうち、有効に性別が記録され
ていたのは 14 名であり、男⼦が 6 名
（11.1％）、⼥⼦が8名（14.8％）であ
っ た 。 ⼊ 院 時 の 年 齢 の 平 均 は
13.4±1.8 歳、中央値は 14.0 歳であっ
た。 

l 【⼊院期間】 本⼈・保護者による記
録の中で、⼊院期間として「6 ヶ⽉か
ら 1 年未満」と回答した者が 7 名
（13.0％）、「1 年以上」が 7 名
（13.0％）であった。 

l 【病名告知の有無】 本⼈の回答では、
「病名を聞いたことがある」が 6 名
（11.1％）、「聞いたけど、忘れた」が
2 名（3.7％）、「聞いたことがない」が
6名（11.1％）であった。 

l 【⼊院理由】 本⼈・保護者の回答を
通して、⼊院理由として最も多かった
のは「不登校」であり、「不安が⽌ま
らなかった」「気持ちが落ち込んでい
た」「主治医に勧められた」「⾃傷⾏為
や死にたい気持ち」などが続いた。⼊
院の背景には、学校⽣活の困難さ、情
緒の不安定さ、医療的介⼊の必要性な
ど、多様な理由が重層的に存在してい

ることが明らかとなった。 
l 【告知されている病名】 本⼈・保護

者の⾃由記述から、不登校・ひきこも
り、⾃閉スペクトラム症、気分変調症、
不安症、拒⾷症、暴れる病気などが回
答されており、発達症・情緒障害・⾏
動障害の混在が⽰唆された。 

l 【⼊院形態とその変更】 任意⼊院と
医療保護⼊院が同程度存在し、⼊院中
に形態が変更された事例もあった。具
体的には、医療保護⼊院から任意⼊院、
またはその逆への変更が 1 回あったケ
ースや、何度か変更があったとする回
答もあった。 

l 【⼊院治療の満⾜度】 ⼊院治療に対
する総合的な満⾜度は、本⼈ 14 名か
らの回答で平均 6.3±2.4 点、中央値
7.0 点、保護者からの回答では平均
8.1±1.6 点、中央値 8.0 点であった。
本⼈はやや控えめな評価傾向がみられ
た⼀⽅、保護者は⽐較的⾼く評価して
おり、治療に対する当事者と家族の感
じ⽅の違いがみてとれた。 

l 【⼊院治療の治療内容】 本⼈・保護
者双⽅の回答から、実施された治療内
容には、主治医・看護師・⼼理⼠・ソ
ーシャルワーカー・作業療法⼠との⾯
接、薬物療法、作業療法、集団療法、
レクリエーション、認知⾏動療法、院
内学級の利⽤、隔離・拘束、退院⽀援
会議などが含まれていた。いずれも多
職種の関与が確認され、治療内容の多
様性が明らかとなった。 

l 【⼊院治療の内容とその有効性】  
本⼈の評価 
・⾯接（ 主 治 医 ）：平均 4.6±0.6
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（N=13, 中央値=5.0）  
・⾯接（ 看 護 師 ）：平均 4.5±0.7
（N=13, 中央値=5.0）  
・⾯接（ ⼼ 理 ⼠ ）：平均 4.2±0.7
（N=12, 中央値=4.0）  
・⾯接（ソーシャルワーカー）：平均
3.6±0.8（N=11, 中央値=4.0）  
・⾯接（作業療法⼠）：平均 3.3±0.5
（N=6, 中央値=3.0）  
・認知⾏動療法：平均 3.4±0.6（N=5, 
中央値=3.0）  
・ 院内学級の利⽤：平均 3.8±0.7
（N=11, 中央値=4.0）  
・隔離・拘束：平均 2.8±0.4（N=7, 中
央値=3.0）  
・ 病棟レクリエー ション ：平均
4.1±0.9（N=11, 中央値=4.0）  
・作業療法：平均 3.8±0.6（N=10, 中
央値=4.0） 
保護者の評価：  
・⾯接（ 主 治 医 ）：平均 4.7±0.6
（N=27, 中央値=5.0）  
・⾯接（ 看 護 師 ）：平均 4.3±0.9
（N=27, 中央値=5.0）  
・⾯接（ ⼼ 理 ⼠ ）：平均 4.0±0.6
（N=21, 中央値=4.0）  
・⾯接（ソーシャルワーカー）：平均
3.9±0.8（N=17, 中央値=4.0）  
・⾯接（作業療法⼠）：平均 3.1±0.4
（N=6, 中央値=3.0）  
・認知⾏動療法：平均 3.6±0.6（N=7, 
中央値=4.0）  
・ 院内学級の利⽤：平均 3.8±0.6
（N=12, 中央値=4.0）  
・隔離・拘束：平均 3.3±0.5（N=8, 中
央値=3.0）  

・ 病棟レクリエー ション ：平均
3.9±0.8（N=17, 中央値=4.0）  
・作業療法：平均 4.0±0.7（N=13, 中
央値=4.0） 

l 【⼊院治療の担当職種の有効性】  
本⼈の評価：  
・主治医：平均 4.6±0.6（N=13, 中央
値=5.0） ・ 看 護 師 ：平均 4.5±0.7
（N=13, 中央値=5.0）  
・⼼理⼠：平均 4.2±0.7（N=12, 中央
値=4.0）  
・ソーシャルワーカー：平均 3.6±0.8
（N=11, 中央値=4.0）  
・作業療法⼠：平均 3.3±0.5（N=6, 
中央値=3.0）  
・保育⼠：平均 3.2±0.4（N=5, 中央
値=3.0）  
・教師：平均 4.4±0.9（N=11, 中央値
=5.0） 
保護者の評価：  
・主治医：平均 4.7±0.6（N=27, 中央
値=5.0）  
・看護師：平均 4.3±0.9（N=27, 中央
値=5.0）  
・⼼理⼠：平均 4.0±0.6（N=21, 中央
値=4.0）  
・ソーシャルワーカー：平均 3.9±0.8
（N=17, 中央値=4.0）  
・作業療法⼠：平均 3.1±0.4（N=6, 
中央値=3.0） 
 ・保育⼠：平均 3.1±0.3（N=9, 中央
値=3.0）  
・教師：平均 4.4±1.0（N=22, 中央値
=5.0） 

D. 考察 
本調査は、児童思春期精神医療における⼊
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院治療の質的向上を⽬指し、多職種による
⽀援体制の現状とその有効性を当事者およ
び家族の視点から把握することを⽬的とし
て実施されたものであり、今後の医療の質
の向上と連携体制の強化に向けた貴重な資
料となる。特に、⾯接や薬物療法といった
標準的治療に加え、院内学級や病棟レクリ
エーションなど、教育・⽣活⽀援を含む包
括的な治療内容が⼀定程度実施されていた
ことは、多職種の役割が有機的に機能して
いることを⽰唆している。また、主治医や
看護師、⼼理⼠との関わりが「すごく役に
⽴った」「役に⽴った」と⾼評価を得てい
た⼀⽅で、作業療法⼠や保育⼠の評価にば
らつきがあった点は、調査対象となった病
院にこれらの職種が在籍していないことが
関与している。 
本調査では、本⼈（⼊院した児童）による
回答が 14 名（25.9％）、家族（主に⺟親）
からの回答が多数を占めた。本⼈と保護者
の視点を区別して記録し、それぞれの評価
を丁寧に分析することは、⼊院治療の質を
多⾯的に捉える上で不可⽋である。しかし
ながら、現時点では主に量的な分析にとど
まり、⾃由記述を含む質的データの検討は
⼗分とは⾔えない。特に「治療が本⼈にど
う影響を与えたか」「家族としてどのよう
な⽀援が求められるか」といった具体的な
声は、今後の治療計画の個別化や家族⽀援
の強化に資するものであり、令和７年度中
に、⾃由記述のテキストマイニングや事例
分析などを含めた質的解析を本格的に⾏う
予定である。 
また、今回の調査は国⽴健康危機管理研究
機構 国⽴国府台医療センターを中⼼に実施
されたが、調査の意義は特定施設に留まら

ず、全国の児童精神科医療機関にとって共
通の課題と指針を提供し得るものである。
すでに複数の医療機関に協⼒を依頼してお
り、今後、さらなる多施設共同研究として
展開することを想定している。ただし、そ
の際には各施設での倫理委員会承認が必要
であり、各施設と調整を進めている。多施
設データが蓄積されれば、地域差や施設ご
との実践の違いを明らかにすることができ、
より普遍性のあるエビデンスの構築が可能
となる。 
 
E. 結論 

 今回の調査結果は、多職種の連携推進と
いう観点でも⾮常に重要である。現場では、
医師、看護師、公認⼼理師、精神保健福祉
⼠、作業療法⼠、保育⼠、教員など多くの
職種が協働しながら⽀援を⾏っているが、
その連携の質が治療の成果に直結している
ことが明らかとなった。たとえば、治療内
容が本⼈の状態やニーズに即して調整され
ていたか、職種間で情報が共有され適切に
役割分担されていたかといった点は、評価
項⽬の中でも特に注⽬すべき要素である。
今後は、治療計画の策定や退院⽀援会議に
おいて、患者と家族の声をより丁寧に取り
⼊れ、連携の質を定期的にモニタリングす
る仕組みづくりが求められる。 
 最後に、患者・家族の満⾜度が治療の継
続性や退院後の安定性に影響を与えること
は多くの研究で⽰されており、本調査にお
いても、満⾜度が⾼いケースでは治療内容
やスタッフとの関係性が肯定的に受け⽌め
られていた。逆に満⾜度が低い場合には、
治療内容がわかりにくい、職種間の連携が
不⼗分である、退院後の⽀援が不⾜してい
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るといった課題が背景にあることも想定さ
れる。今後の展望として、調査結果を現場
に還元し、フィードバックを通じて実際の
⽀援体制を改善していくサイクルを確⽴す
ることが、多職種連携による質の⾼い⼊院
治療の実現に不可⽋であると考えられる。 
 
F. 研究発表 

なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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令和 6 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業） 

「児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究」（23GC1013 ） 

分担研究報告書 
 
分担研究課題名：児童・思春期精神医療における多職種連携マニュアルの作成 
分担研究者：板垣琴瑛 （国⽴国際医療研究センター国府台病院⼼理指導室） 
研究協⼒者：⽔本有紀１、稲崎久美１、箱島有輝１、⼭本啓太 2、⾼橋萌々⾹４、松堂美紀４、
市川万由奈３、橋本彩加 2、酒匂雄貴１、松⼟晴奈１、⾺ 敏宰１、野村由紀１、河野悠介１、東
野有依１、⼤橋睦⺒１ 

1. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 児童精神科 
2. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ソーシャルワーク室 
3. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼼理指導室 
4. 国⽴国際医療研究センター国府台病院 ⼦どものこころ総合診療センター 
 
研究要旨 
本研究は、児童・思春期精神医療における多職種連携の質の向上と標準化を⽬的に、「多
職種連携推進マニュアル」の策定を⾏った。全国の児童精神科医療機関に勤務する医師、
看護師、公認⼼理師、作業療法⼠、精神保健福祉⼠を対象に、オンライン調査およびイン
タビュー調査を実施し、各職種の業務実態と連携の課題を把握した。得られた結果をもと
に、理念編・実践編・職種別編からなるマニュアル案を作成し、初診から退院・地域移⾏
までの連携⼿順や職種間の役割分担、カンファレンスの運営⽅法、地域資源との連携の在
り⽅などを具体的に提⽰した。施設差や地域差に配慮しつつ、全国の医療機関で応⽤可能
な「汎⽤モデル」としての性質を保持しており、今後は Web 化や動画教材化を通じた普及
と活⽤が求められると考えた。 

 
A. 研究⽬的 
本研究は、児童・思春期精神医療に従事す
る多職種の役割を明確化し、「児童・思春
期精神医療における多職種連携推進マニュ
アル」の策定を⽬的とした。 

 
B. 研究⽅法 
本研究は国⽴国際医療研究センター国府台
病院を中⼼に、全国児童⻘年精神科医療施
設協議会加盟医療機関や⽇本児童⻘年精神
科・診療所連絡協議会の協⼒を得て実施し

た。 
主任研究班であるマニュアル作成班は、
他の班の調査結果を統合し、マニュアル案
を作成する役割を担っている。 
本研究の⼿法は既存の⽂献をレビューし、

児童・思春期精神医療における多職種連携
の現状と課題を把握し、マニュアルのドラ
フト案を作成することである。また、全国
児童⻘年精神科医療施設協議会加盟医療機
関の児童精神科医、看護師、公認⼼理師、
作業療法⼠、精神保健福祉⼠を対象に、業
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務内容や連携状況についてオンラインアン
ケート結果、インタビュー調査から選定さ
れた専⾨診療所のスタッフから得た具体的
な業務内容や連携の実態といった分担研究
班の結果も活⽤する。実際に各班が収集し
たデータは、定量的および定性的に分析し、
多職種連携の効果や課題を明確化した。特
に、各職種の役割分担や連携の質について
評価し、効果的な連携モデルを提案するた
めの基礎資料として活⽤する。 

 
C. 研究結果 
令和 6 年度の本研究では、「児童・思春期

精神医療における多職種連携推進マニュア
ル（以下、本マニュアル）」のドラフト案
の完成を主要課題とし、その策定に取り組
んだ。令和 5 年度に実施した実態調査およ
び概念整理を基礎に、今年度は内容の具体
化と構造整理に焦点をあてた。マニュアル
策定の過程においては、各専⾨職による執
筆協⼒と並⾏して、研究班会議を通じて意
⾒交換を⾏い、ドラフト版を完成させた。   
研究班会議の開催とその役割  マニュアル

策定に関する研究班会議は、以下のとおり
年 3回開催された。  
l 第 1回：2024年 5⽉ 23⽇（⽊） 
l 第 2回：2024年 10 ⽉ 4⽇（⾦） 
l 第 3回：2025 年 1⽉ 23⽇（⽊） 
これらの会議を通じて、マニュアルの⽬
的・構造案・執筆分担について議論され、
外来・⼊院・地域連携の 3 章構成の枠組
みが承認された。また、各職種の業務記
述と多職種カンファレンスの運営⼿順に
ついても、具体的な例⽰を盛り込む⽅針
が確認された。  第 2回会議では、診療報
酬制度との関係、多職種連携と地域連携

の定義整理、アウトリーチの位置づけに
関する意⾒が交わされた。マニュアルに
含める項⽬と、含めない項⽬（例：診療
報酬加算の詳細など）の線引きが⾏われ
た。  

1． マニュアルの構成と内容の具体化   
本マニュアルは、全体で約 30 ページ
を⽬安とし、以下の 3部構成とした。   

１） 理念編   
l 多職種連携の基本的意義と、本マニュ

アルの⽬的を明記。  
l 「院内多職種連携（例：病棟チーム内

の協働）」と「地域連携（例：児相、
学校、保健所との連携）」を明確に定
義し、混同を避けた記述とした。  

l 共通理念として「⼦ども中⼼の⽀援」
という価値観を明⽰し、すべての職種
の共通⽬標を統⼀。   

２） 実践編  
l 初診予約、予診、診療、退院⽀援に⾄

る各場⾯において、どの職種がどのよ
うな役割を担うかを記述。  

l 多職種による情報共有と⽅針決定の場
としての「カンファレンス」の開催頻
度、参加職種、議題例を記載。 

l ⼊院治療中の多職種協働、退院⽀援委
員会、地域移⾏時の外部機関連携、外
来診 療 の中に お け る アウトリーチ
（例：訪問看護、家庭訪問、学校訪問）
の実施⽅針を整理。 

l 本章では「流れ図」「業務対応表」な
ども挿⼊し、現場での活⽤性を⾼めて
いる。  

３） 職種別編   
l 医師、公認⼼理師、看護師、精神保健

福祉⼠、作業療法⼠それぞれについて、
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「必須業務」「推奨業務」を分類。  
l タスクシフティングの観点から、医師

以外の職種が主導し得る活動（例：予
診、集団療法の企画、保護者⽀援など）
を⽰した。 

l 各施設における職種配置の差異を考慮
し、「複数職種で対応可能な業務」に
ついても注記を加えた。  この職種別
記載には、原⽥謙班（診療実態調査）
のデータが中⼼的根拠として⽤いられ
た。同調査では、全国の児童精神科病
棟・外来勤務の多職種 377名から得ら
れた回答をもとに、職種ごとの業務実
施率を分析し、記載内容の実態的妥当
性が検証された。  

2． マニュアル記述における配慮点と課題  
 診療報酬制度との関係については、
加算制度の変動性を踏まえ、具体的な
点数や要件はマニュアル本⽂には記載
せず、「制度上連携が評価されている」
という形で簡潔に⾔及することに決定。 
表現の汎⽤性と柔軟性を重視し、地

域差や施設規模差に配慮した記載を⾏
った（例：「初診予約は精神保健福祉
⼠が対応することが多いが、看護師や
公認⼼理師が担う場合もある」など）。 
⻑⽂化の抑制を意識し、冗⻑な説明

や重複項⽬の統合を図り、ページ数の
上限（約 30 ページ）を決定 
⽤語統⼀：「フェーズ」など⼀般的で

ない⽤語は避け、「診療の流れ」「連携
の⼿順」など臨床現場に即した⾃然な
表現に整えた。  

3． 今後の予定と実装準備  現在のドラフ
ト案は、全児協および診療所協会の⼀
部会員施設に対し、意⾒聴取を実施中

である。令和 7年度では、収集された
フィードバックをもとに最終修正を⾏
い、3 ⽉末の報告書提出および令和 7
年度に予定される研修教材・動画資料
の制作と Web 公開に備える予定であ
る。 

 
D. 考察 
「児童・思春期精神医療における多職種連
携推進マニュアル」の策定を通じていくつ
かの臨床的意義が考えられる。 
本研究においては、児童・思春期精神医

療における多職種連携の標準化と質の向上
を⽬指し、その実践指針となるマニュアル
の策定を進めた。現代の児童精神医療は、
単独職種による対応では限界があり、医師
を中⼼としつつも、公認⼼理師、看護師、
精神保健福祉⼠、作業療法⼠などが有機的
に連携する体制が不可⽋である。しかしな
がら、現場では多職種の役割が不明瞭であ
ることや、地域資源との接続の困難さ、診
療プロセスの不統⼀といった課題が依然と
して存在していた。 
今回策定されたマニュアルは、こうした

課題に対する現実的な対応策として、多職
種の業務内容の明確化、診療場⾯ごとの連
携⼿順の整理、地域連携の指針の明⽰など
を中⼼に構成された。とりわけ、多職種が
協働する際の「基本原則」として、⼦ども
中⼼の視点をすべての⽀援の出発点に据え
るという理念が強調されている。これは、
職種を越えた協働の⽅向性を揃える上で、
きわめて重要な視座である。   
本マニュアルの作成にあたっては、複数

の分担研究班による調査成果が活⽤された。
原⽥班の実施した全国的な実態調査では、
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各職種の業務内容と実施率が詳細に把握さ
れ、職種ごとの「必須業務」および「推奨
業務」の整理に⼤きく貢献した。とくに初
診予約や予診、退院⽀援といった診療過程
の中で、どの職種がどの業務を担当してい
るかのばらつきが明確に⽰され、マニュア
ル記述においては柔軟性と実装性を両⽴す
る記載が意識された。  また、奥野班の外
来診療調査からは、診療所における初診待
機期間の⻑さと、それに伴う事前⽀援の必
要性が浮き彫りとなった。トリアージの重
要性、多職種による初診前対応の在り⽅、
限られた資源の中でいかに効率的な初診導
⼊を⾏うかといった課題は、マニュアル実
践編の「初診予約・トリアージ・予診」の
記載に直結している。  さらに、⼤重班に
よる拠点病院での地域連携調査では、医療
機関と教育・福祉機関との情報共有の乏し
さが⽰された。退院後⽀援が断⽚化してし
まう事例が多く、これに対する対応として、
地域連携に関する章では、地域連携コーデ
ィネーターの配置、定期的な合同会議の開
催、情報共有のツール整備などが具体的に
提案されることとなった。   
マニュアル作成を通じて明らかになった

のは、児童精神科医療における多職種連携
の「形式的な整備」だけではなく、連携が
「どのように機能しているか」「どのよう
に滞っているか」といった実践的・構造的
課題に対する対応が必要であるという点で
ある。 

また先⾏研究によって以下の地域格差に
関する課題（Usami et al.,2025）が浮き彫
りとなっており、本マニュアル作成におい
ても同様の課題となった。  
l 各施設によるサービス構成の差異

（⼊院の有無、診療体制）   
l 職種配置や業務範囲のばらつき  
l 地域資源の偏在とアクセスの困難 
l カンファレンスの頻度、構成、⽬的

の曖昧さ 
l アウトリーチの定義と制度的位置づ

けの不明確さ  
 これらに対して、本マニュアルでは、施
設間差や地域差を前提としたうえで、共
通の基本枠組みを提⽰する「汎⽤モデル」
としての性質を保ちつつ、施設ごとの運
⽤裁量を許容する「余⽩ある指針」とな
るよう意識された。たとえば、初診予約
の担当については各施設の特徴を活かす
ために複数の職種案を記載している。ま
た、カンファレンスの構成についても、
「定期的な開催が望ましいが、頻度やメ
ンバー構成は施設の実情に応じて調整可」
といった柔軟な⽅針を採っている。  さら
に、制度的な視点も重要である。診療報
酬制度においても、多職種連携は加算制
度等により評価されつつあるが、制度変
更が頻繁であることを鑑み、マニュアル
本体ではあえて具体的な点数や算定要件
を記載せず、別添資料や注釈にとどめる
⽅針がとられた。この判断は、マニュア
ルの内容を⻑期的に陳腐化させないため
の実務的配慮である。 
今後の課題としては、本マニュアルの実
装・活⽤に向けた仕組みづくりが挙げら
れる。現時点では、Web 化と動画教材と
の連動、現場職員向けの説明会の開催な
どが検討されており、単なる⽂書提供に
とどまらない「活⽤されるマニュアル」
を⽬指した展開が求められる。さらには、
今後の政策的議論や、診療報酬改定に対
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して本マニュアルが標準モデルとして機
能しうるかどうかも、継続的に検討して
いく必要がある。   

 
E. 結論 

本研究を通じて、児童・思春期精神医
療における多職種連携の実態と課題が明
らかになった。各職種の役割分担を明確
にし、定期的なコミュニケーションを促
進することで、認識の違いを解消し、効
果的な連携を実現するためのマニュアル
のドラフトが検討された。 

本研究班によるマニュアル策定は、児
童・思春期精神医療の質の底上げと多職
種協働の基盤整備に資するものであり、
今後の普及と改訂を通じて、全国の医療
機関における⽀援実践を⽀える実効性あ
る資源としての役割が期待される。 

 
F. 研究発表 

なし 
 

G. 知的財産権の出願・登録状況 
なし 
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（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ☐ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和７年４月４日 
厚生労働大臣 殿 

                                                                                              
                              機関名 国立健康危機管理研究機構 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 國土 典宏        
 

   次の職員の令和６年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名    障害者政策総合研究事業   

２．研究課題名   児童・思春期精神医療における多職種連携の推進マニュアル作成に関する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 国府台病院 心理指導室 公認心理師       

    （氏名・フリガナ） 田崎 琴瑛 （タザキコトエ）             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）マニュアル作成班であることから、倫理審査が不要であるため。 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 ☐ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


